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１．任免及び職員数に関する状況

(1)新規採用者数

平成23年度 平成24年度
（平成23年4月1日～平成24年3月31日） （平成24年4月1日）

職種 男性 女性 合計 職種 男性 女性 合計
一 般 事 務 23 12 35 一 般 事 務 22 22 44
土 木 10 2 12 土 木 7 7
建 築 1 1 建 築 2 1 3
電 気 2 2 電 気 2 2
機 械 1 1 機 械 1 1
保 健 師 1 1 保 健 師 1 1
保 育 士 15 15 保 育 士 14 14
幼 稚 園 教 諭 2 2 幼 稚 園 教 諭 4 4
社 会 福 祉 士 1 1 調 理 員 4 4
獣 医 師 1 1 獣 医 師 2 2
医 師 16 1 17 医 師 6 5 11
歯 科 医 師 1 1 臨床検査技師 1 1
診療放射線技師 1 1 診療放射線技師 1 1
臨床検査技師 1 3 4 薬 剤 師 1 1
臨床工学技士 2 1 3 臨 床 心 理 士 1 1
視 能 訓 練 士 1 1 助 産 師 5 5
薬 剤 師 1 1 2 看 護 師 2 39 41
助 産 師 10 10 消 防 6 6
看 護 師 1 43 44 合計 50 99 149
消 防 3 1 4

合計 64 94 158

(2)再任用の状況（平成24年4月1日現在）

区分 合計
市長部局ほか 100
教 育 委 員 会 7
消 防 本 部 6
上 下 水 道 局 28
市立四日市病院 8

合計 149

(3)退職者数（平成23年4月1日～平成24年3月31日）

区分 普通退職ほか
市長部局ほか 9
教 育 委 員 会 3
消 防 本 部 1
上 下 水 道 局 1
市立四日市病院 41

合計 55

合計

131
49
16
7
7
52

4
54

3
4
22

定年退職 勧奨退職

6
12

2
30

2
13

28
6
7
99

フルタイム 短時間勤務
1

2
1

147
7
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(4)部門別職員数の状況（各年4月1日現在）

平成23年 平成24年
議 会 15 15 0
総 務 248 255 7
税 務 68 68 0
民 生 384 389 5
衛 生 198 205 7
労 働 1 1 0
農林水産 27 27 0
商 工 19 19 0
土 木 157 156 ▲ 1

小計 1117 1135 18
<参考>人口1万人当たり職員数　37.1人
（特例市の人口1万人当たりの平均職員数44.12人）

255 261 6
教育支援部門・施設整備部門の強化などによる増

320 320 0

1692 1716 24
<参考>人口1万人当たり職員数  56.1人
（特例市の人口1万人当たりの平均職員数62.82人）

674 702 28 医師及び看護師の補充による増

89 82 ▲ 7 再任用短時間職員の活用などによる減

85 82 ▲ 3 浄化センター業務の一部委託化などによる減

55 55 0

903 921 18

2595 2637 42
(2849) (2909) (60)

（注） 1 職員数は一般職に属する職員数です。（教育長含む）
2 （　）内は、条例定数の合計です。▲は減員。

<参考>人口1万人当たり職員数  86.2人

危機管理部門などの強化・発達総合支援室の新設によ
る増の一方、再任用短時間職員の活用などによる減

主な増減理由職員数

一
般
行
政
部
門

小計

消防部門

教育部門

合計

対前年
増減数区分

公
営
企
業
等
会
計
部
門

小計

そ の 他

下 水 道

上 水 道

病 院

普
通
会
計
部
門
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(5)年齢別職員構成の状況（平成24年4月1日現在）

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜
未 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以
満 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 上

5 179 276 275 210 344 341 262 258 248 227 12

(6)職員数の推移

    　　　（各年4月1日現在）

２．一般行政職給料表の状況（平成24年4月1日現在）
（単位:円）

23年
1,117

2,610

1,134
260
316
900

255
320

2,725

1,171
266
316
906
2,659

1,218
279
316
912

413,000 464,600

388,300 400,600 422,600 456,200 478,200 537,700

261,900 289,200

946
308
284
1,263

320,600 366,200

243,700 307,800 354,700

135,600 185,800 222,900

合計

2637

区分

部門 19年 20年 21年 22年

職員数
(人)

一般行政

2,801

給料月額
最高号給の
給料月額
1号給の

計
公営企業
消防
教育

　増減数(率)
過去5年間の

903
2,595

-10.1%-128

3.9%
-8.1%

12
-23261

320

1,135
24年

921
2,637

9級

-5.9%
-2.6%

-164
-25

5級 6級 7級 8級1級 2級 3級 4級

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00
(%
)

5年前の
構成比

  H24 
構成比
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３．給与の状況

　Ⅰ　総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

年度

23

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

年度

23
(注) 1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は平成23年4月1日現在の人数である。

(3)ラスパイレス指数の状況

(注) 1 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の
給与水準を示す指数である。

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数
を単純平均したものである。

3 「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無い
とした場合の値である。

16.2 17.5

千円千円

（参考）人件費率

％％
22年度の人件費率Ｂ／ＡＢ区分 住民基本台帳人口

（23年度末）
千円人

歳出額
Ａ

千円
給料

千円

人件費実質収支

305,840 103,378,649 2,255,524 16,721,418

給与費区分

人
Ａ

職員数 ＜参考＞特例市一人当たり
一人当たり給与費給与費　Ｂ／Ａ計　Ｂ

千円
期末・勤勉手当職員手当

千円

2,150,8856,973,9341,691 6,5306,92011,702,1332,577,314

千円 千円

70

80

90

100

110

四日市市 類似団体平均 全国市平均

99.1

(H19)

(H24)

110.8 (H24)
(H24)

(H24) (H24)
(H19)
)

(H19)
)

※参考

102.4
99.8

108.1
※参考 ※参考

97.9

106.9

98.899.9

(H24)
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Ⅱ　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成24年4月1日現在）

①一般行政職

②技能労務職

ア　職種ごとの人数・平均給与・平均年齢等及び民間従業員との比較（平成24年4月1日現在）

＝333,486×12+1,192,178
＝434,496×12+1,476,256

※ 年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては
前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

イ　職種ごとの年齢別の人数・平均給与等（平成24年4月1日現在）

＜技能労務職員の基本的な考え方及び今後の取組内容＞
　現在の厳しい行財政環境の下、行政の効率化、財政の健全化を推進するために、優れた人材の確保・育成に努めると同
時に、人件費総額の抑制を進めることが求められています。
　そのため、業務の効率化・合理化を進めるとともに、外部委託等の推進や指定管理者制度の導入などに取り組んでいま
す。
　こうした状況の中、技能労務職員においては、市立四日市病院給食調理の完全委託化や、学校給食、清掃事業所、上下
水道施設の一部民間委託化を進めるなど、業務の民間委託や退職不補充による削減を進めています。
　また技能労務職員の給与においては、平成16年度に特殊勤務手当の月額を全て日額化したうえで一部廃止するなどの見
直しを行いましたが、引き続き給料表・特殊勤務手当の見直しについて精査するとともに、勤務成績を反映した昇給制度
の導入を検討してまいります。

平均年齢

－

区分 平均給料月額
円

　　339,792

　　304,944（329,917）
43.6
41.8 四日市市
歳

三重県

公務員

433,900 　　376,935
　　372,906（401,789）

420,872 　　381,124

　　336,700

特例市
国

平均給料
参考

　　330,97242.6
42.8

平均給与月額平均給与
Ａ／Ｂ月額(Ｂ）類似職種

民間

（国ベース）
平均年齢 平均給与対応する民間の

125.4

49.7

月額(Ａ)月額
円円

309,746

270,465
(285,030)

43.7

平均年齢

％歳
－ －

円
－

人

46.8

152
43
74

－

－
187

42.7
44.8
48.6

324,324

379,859
333,487
434,496
393,112

－
387,178

294,170
329,068
336,600

44.7
－

－

266,000
288,200
－

－

43.1
150.8
－

－
－－363,059

     307,506
    (323,181)

367,312

－
－

－

－

372,704

区分

廃棄物処理業従業員

調理士
－

318,284
343,054

歳

職員数

三重県
うち清掃職員
うち給食調理員

四日市市

区分
参考

年収ベース（試算値）の比較
Ｃ／Ｄ民間(Ｄ)公務員(Ｃ)

特例市
国

5,167,044
－

円
四日市市

うち給食調理員
うち清掃職員

28～31歳

％
－
142.9
166.8

円
－

3,616,600
3,989,2006,652,790

44～47歳
40～43歳
36～39歳
32～35歳

全　体
56～59歳
52～55歳
48～51歳

18～23歳

給食調理員清掃職員
平均給与月額職員数平均給与月額職員数

円人人

74
8
8
7
12
15
21
3

422,377
393,144
389,194
356,710

434,496
535,134
523,290
496,633

188,434

6 225,852
210,396

2 260,453

43 333,487

11 391,204
4 442,605

4 297,812

2 444,893

4 328,928
6 362,315

24～27歳 3

区分

1
円

465,655 　　393,861

平均給与月額 平均給与月額（国ベース）
円 円
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③教育職（幼稚園）

(注) 1 「平均給料月額」とは、平成24年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らか
にされているものである。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特
殊勤務手当等の手当を含めて公表していないことから、国家公務員の公表と同じベースで再計算
したものである。

3 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与
改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

(2)職員の初任給の状況（平成24年4月1日現在）

Ⅰ種
Ⅱ種

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成24年4月1日現在）

平均給与月額平均給料月額
円円歳

国三重県四日市市区分

374,910特例市

平均年齢

四日市市
41.2
41.3 319,878 368,294

322,661

区分

円円円
172,557(181,200)

178,800 163,986(172,200)178,800
133,417(140,100)

－
－
－
－149,800

－
178,800
－ －

149,800
－

144,500

210,800
261,620大学卒

高校卒

－
234,000
－
232,867

312,100
368,158

260,100
308,479

経験年数20年経験年数15年経験年数10年
円円円

－
391,000
282,700
295,488

－
－
260,100
266,867

大学卒

区分

教育職

技能労務職

一般行政職

高校卒

中学卒
高校卒

教育職

技能労務職

高校卒
大学卒
中学卒
高校卒

一般行政職 大学卒

144,500高校卒 149,800
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Ⅲ　一般行政職の級別職員数等の状況

(1)一般行政職の級別職員数の状況（平成24年4月1日現在）

区分
1級
2級
3級
4級
5級
6級
7級
8級
9級
(注) 1 四日市市職員給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

(2)昇給への勤務成績の反映状況

1 　勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評定日として全職員に対して勤務成績の
評定を実施しています。
　また平成18年4月から、管理職（課長級以上）を対象とした能力・業績に基づく人事
評価を実施しています。
2 　昇給への勤務成績の反映状況
　管理職については、業績、能力、取り組み姿勢などを総合的に評価し、その評価結果
に基づき昇給区分を決定します。
　平成24年1月1日昇給の評価分布状況は、管理職190人のうち、「極めて良好」が7.4%、
「特に良好」が18.9%、「良好」が73.2%、「良好でない」が0.5%でした。

部長
次長
課長

24
45
116

3.0

14.7
5.7

課長補佐
係長
主幹
主任級
主事、技師
事務試補、主事補、技術試補、技師補

標準的な職務内容 構成比(％)職員数(人)
78 9.9
72 9.1

129
137
94
94

16.3

11.9
11.9
17.4

3級 13.5

3級 20.4

4級 11.9
4級 11.9

4級 13.2

5級 17.4
5級 17.9

5級 16.2

6級 16.3 6級 18.7
6級 19.4

7級 14.7 7級 13.4 7級 18.2

8級 5.7 8級 6.1

1級 7.71級 9.9 1級 1.4
2級 2.4

2級 7.5
2級 9.1

3級 11.9

8級 6.6

9級 2.39級 3.0 9級 3.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成24年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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Ⅳ　職員の手当の状況

(1)期末手当・勤勉手当

5 ～ 20 % 5 ～ 20 % 5 ～ 20 %
15 ～ 25 % 10 ～ 25 %

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）
1 　勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員第40条に基づき、管理職（課長級以上）を対象とした業績・勤務態度に基づく人事評価を
実施しています。
2 　勤勉手当への勤務実績の反映状況
　6月1日を基準日として支給する勤勉手当について、基準日の前年の4月から基準日までの期間における
業績・勤務態度の両要素をＡ～Ｃの3段階による評価で実施し、その評価結果に基づき成績率を決定して
います。平成24年6月勤勉手当の成績率の分布状況は、一般行政職（市長部局に限る）の管理職185人中、
Ａ区分が16.8%、Ｂ区分が27.0%、Ｃ区分が37.8%、未評価区分が18.4%でした。

(2)退職手当（平成24年4月1日現在）

月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分

2 ～ 20 % 2 ～ 20 %

円
円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、23年度に退職した職員に支給された平均額である。

　定年前早期退職特例措置

－

　最高限度額 59.28 59.28
（その他の加算措置）

41.34
　勤続35年 47.50 59.28

　自己都合
　勧奨・定年 28,172,145

7,218,853

59.28
（その他の加算措置）
　定年前早期退職特例措置
（１人当たり平均支給額）

　最高限度額 59.28

　期末手当 　勤勉手当

－

(0.65)
2.60 月分 1.35 月分

月分

（24年度支給割合）
　期末手当 　勤勉手当
2.60 月分 1.35 月分

月分

　役職加算
　管理職加算

（支給率） （自己都合） （勧奨・定年）
四日市市 国

（支給率） （自己都合） （勧奨・定年）

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

(0.65) 月分(1.45) 月分

　勤続35年
　勤続25年
　勤続20年 23.50

33.50
47.50

国

（24年度支給割合）

30.55 　勤続20年 23.50 30.55

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　役職加算
　管理職加算

月分

41.34 　勤続25年 33.50

（加算措置の状況）

　期末手当 　勤勉手当
2.60 月分 1.35 月分

59.28

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分(1.45) (0.65)

　役職加算

(1.45)

四日市市
1人当たり平均支給額（23年度）

（24度支給割合）

三重県
1人当たり平均支給額（23年度）

千円1,491 千円
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(3)地域手当（平成24年4月1日現在）

千円
　円

％ 人 ％
三級地（東京都調布市） 12 ％ 1 人 12 ％
五級地（四日市市・津市） 6 ％ 人 6 ％

(4)特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

千円
　円
　％
種類

区分
日額
日額

日額

日額
１件

日額
日額
１回
１回
日額
日額
日額

(5)時間外勤務手当

千円
　円
千円
　円

500円

54,759
126,173
25.2
12
手当額

650円
300円
200円
200円

300円

660～770円

1000～3000円
150～1210円

250～400円

100円

支給実績（23年度決算） 830,333

外勤作業手当

エックス線その他の放射線を人体に対して照射する業務

公共事業の施行に必要な土地の取得等交渉業務
清掃工場及び消防本部、消防署で深夜における業務
火災等の災害及び救急救助出動による警防等業務

災害危険作業出動手当 災害応急対策又は応急的な災害復旧業務
放射線取扱手当

用地交渉手当
夜間特殊業務手当

公園清掃又は道路補修業務
消防特殊業務従事手当

支給実績（22年度決算）
職員1人当たり平均支給年額（22年度決算）

481,632
826,639
464,927

職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

251,593
433,746

18
国の制度（支給率）

3
支給対象職員数

支給実績（23年度決算）
支給職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

支給対象地域
一級地（東京特別区）

食肉業務手当

行旅病人・死亡人等処理手当
環境業務従事手当

支給職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）
職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度）

市税及び税外収入金の滞納処分に関する事務
福祉業務の指導監督等業務

手当の種類（手当数）

支給実績（23年度決算）

防疫作業等手当 感染症患者の救護や汚染された場所の処理作業、有毒な
薬品を使用する防疫作業等業務

代表的な勤務内容

1,766

530円

支給率
18

清掃作業や動物死体の処理作業等業務

獣医師である職員が食肉衛生検査業務に従事したとき
食肉センター及び食肉市場に勤務し、特定の業務に従事
したとき

行旅病人及び死体処理業務

福祉業務手当
滞納整理業務手当

種　　類

10 



(6)その他の手当（平成24年4月1日現在）

円

円

円
円

円

円 円

円 円

円 円

円

・公共交通機関利用者の場合

円

円

円

円

円

円

円 　※一般行政職職員の場合
円

円
円） 円

円 円
円 円

円 円

円

円

１時間当たりの給与額×35/100

同 116,246 千円 157,729

6時間超
8,000～12,000
12,000～18,000

通勤手当

（限度額 59,000

2時間以上6時間以内

限度額 96,000

限度額

住居手当

扶養手当

夜間勤務
手当

宿日直手
当

管理職特
別勤務手
当

管理職手
当

単身赴任
手当

休日勤務
手当

異

円135,814千円36,670同

円-千円-

異

円845,577千円

円83,941千円15,697

200,402

俸給表、級、区分別に定額の手当額が定めら
れている（19年4月1日から23年3月31日まで
の間の支給額については経過措置あり）

円420,000千円1,260

円91,027千円143,823

110,484 千円 117,913 円

同 238,907196,859 円千円

国の制度と異なる内容
(23年度決算) (23年度決算)

平均支給年額
支給職員1人当たり支給実績手当名 内容及び支給単価

国の制
度との
異同

21,000

支給なし

支給なし

臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必
要により、週休日、休日又は休日の代休日に
勤務した場合に支給

限度額 74,000

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午
前5時までの間に勤務を命じられた職員に支

１時間当たりの給与額×25/100

一般の宿日直
6,100

常直

休日（国民の祝日及び年末年始）における正
規の勤務時間中に勤務を命じられた職員に支
給

84,000

通勤困難な勤務地への異動により、やむを得
ず配偶者と別居し単身で生活することになっ
た職員に支給

23,000
　※職員の住居と配偶者の住居との間の距離
が100km以上の職員について、交通距離に応
じて加算される

9級（部長級）　給料月額×18％

8級（次長級）　給料月額×18％

12,000～45,000

持家の場合

同

同

支給なし

借家・借間の場合
　・家賃12,000円未満

　・家賃23,000円以下
支給なし

家賃－12,000
　・家賃23,000円超55,000円以下

27,000
　・家賃55,000円超

（家賃－23,000円）÷ 2 ＋11,000

片道2ｋｍ未満

片道2ｋｍ以上

持家の場合
5,000

限度額 55,000
　　運賃等相当額（定期券額・回数券額）

　※特定期間（16～22歳）の加算
5,000

借家・借間の場合

１人目
２人目以降

11,000
6,500

13,000

6,500
　・配偶者がいる場合の子等の扶養親族

（家賃－16,000円）÷ 2 ＋11,000

　・家賃5,000円未満

　・家賃16,000円超48,000円以下
異

家賃－5,000
　・家賃16,000円以下

支給なし

　・家賃48,000円超

扶養親族を扶養している職員に支給
　・配偶者

〜

・交通用具利用者の場合
　　通勤距離に応じて支給 2,000

27,000

　・配偶者がいない場合の子等の扶養親族

24,500

7級（課長級）　給料月額×17(15)％

管理職手当の支給区分に応じて支給される
1時間未満

10級

4級
〜
46,300

139,300

2時間未満

異

普通宿日直
4,200

支給なし
1時間以上6時間以内
6時間超

6,000～12,000
9,000～18,000
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　Ⅴ　特別職の報酬等の状況（平成24年4月1日）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 × 48 月 × 0.5

円 × 48 月 × 0.4

※空欄としている事項については後日掲載いたします。

区分 給料月額等

給
　
　
料

期
末
手
当 議　　　長

副　議　長
議　　　員

市区町村長

市区町村長

副　市　長

退
職
手
当

1,099,000

902,000

（算定方式）

任期毎

任期毎

（支給時期）

　月分

　月分2.95

2.95

（24年度支給割合）

（24年度支給割合）

議　　　員 589,000 680,000 438,800

副　議　長 629,000 720,000 466,000

691,000 770,000 527,400

市区町村長

副　市　長

議　　　長

902,000 950,000 650,000

参考　特例市における最高／最低額
1,099,000 1,130,000 498,500
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Ⅵ　公営企業職員の状況

(1)病院事業

①職員給与費の状況

決算

年度

23

年度

23
(注) 1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は平成24年3月31日現在の人数である。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成24年4月1日現在）

(注) 1 基本給は給料、扶養手当及び地域手当の合算額である。
2 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

※空欄としている事項については後日掲載いたします。

千円

1,564,4693,095,909793 6,7477,1865,698,8761,038,498

千円 千円

＜参考＞市町村平均一人当たり
一人当たり給与費給与費　Ｂ／ＡＡ

職員数
計　Ｂ

千円
期末・勤勉手当職員手当

Ｂ
千円 千円

職員給与費

千円

区分 総費用
Ａ

純損益又は
実質収支

総費用に占める職員給与費比率
Ｂ／Ａ

（参考）22年度の総費用に
占める職員給与費比率

％ ％

42.843.67,275,821311,66316,677,911

千円
給料

千円

給与費区分

人

平均月収額基本給平均年齢区分
円円歳

全国市町
村の平均

四日市市

事務職
看護師
医師・歯科医師
事務職
看護師
医師・歯科医師 43.1

35.3
42.0
44.1

560,053
297,263
367,835
566,896

1,301,296
479,538
671,014

1,374,783
451,054
508,794

38.2
43.7

286,872
336,355
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③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

5 ～ 20 %

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成24年4月1日現在）

月分 月分
月分 月分
月分 月分
月分 月分

2 ～ 20 %

円
円 円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、23年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成24年4月1日現在）

千円
　円

％ 人 ％

四日市市
1人当たり平均支給額（23年度）

（24年度支給割合）

全国市町村の平均
1人当たり平均支給額（23年度）

1,372 千円 1,325千円
（24年度支給割合）

（支給率）

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分(1.45) (0.65)

　役職加算

月分

（支給率） （自己都合）
　勤続20年 30.55

　期末手当 　勤勉手当
2.60 月分 1.35 月分

支給職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

　勤続35年 59.28

　定年前早期退職特例措置
（１人当たり平均支給額）

　最高限度額 59.28
47.50
33.50

　自己都合
　勧奨・定年

158,701

（その他の加算措置）
59.28

　勤続25年 41.34

－

6,019,681

（１人当たり平均支給額）
1,663,202
26,170,509

（その他の加算措置）

五級地（四日市市） 6

支給実績（23年度決算）

686

231,341

6
支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

―

―

―

（自己都合）

（加算措置の状況）

（勧奨・定年）
四日市市

23.50

全国市町村の平均
（勧奨・定年）
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エ　特殊勤務手当

千円
　円
　％
種類

区分
１件
日額
日額
１件

１件

１件

１回

オ　時間外勤務手当

千円
　円
千円
　円

カ　その他の手当（平成24年4月1日現在）

１夜 円

１回 円

１夜 円

１夜 円

１夜 円

④定員管理の数値目標及び進捗状況
　4ｐの「(6)定員管理の数値目標及び進捗状況」に含む。

193,979

601

57,908 113,544

100,241 936,831
96,243
188,493

1,112 55,594

千円 円

住居手当
扶養手当

11pの(6)に同じ

85,857

39,378
60,883
51,009

夜間勤務手当

管理職特別勤務手当
管理職手当
通勤手当

休日勤務手当

手当名
(23年度決算)

支給職員1人当たり平
均支給年額支給実績

(23年度決算)

国の制度
との異同

国の制度
と異なる
内容

内容及び支給単価

支給実績（22年度決算）
職員1人当たり平均支給年額（22年度決算）

628,865
419,194
623,800

支給実績（23年度決算）

代表的な勤務内容

感染危険手当
行旅病人及び死亡人処理手当

種　　類
死体処理業務
助産師、看護師等が病院に勤務したとき

手当の種類（手当数）
職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度）

229,400
支給職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

3,500～4,000円

500円

389,474
85.9
6

手当額

270～660円

夜間看護手当

1,000円

放射線の取扱業務

職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

診療放射線取扱・感染危険手当

二・三交替勤務の助産師、看護師等の深夜における看護
等業務

支給実績（23年度決算） 431,401

分娩指導手当 分娩業務に従事するとともに、分娩指導を行ったとき

9,000

宿日直手当

医師（臨床研修医以外）
救急Ｃ当直勤務

医師当直勤務
20,000

50,000

看護師等当直勤務

医師（臨床研修医）救急
Ｃ当直勤務

22,000

7,200

異

同

－

看護師等(救急Ｃ)当直勤務

解剖手当 死体解剖業務 2,000円

分娩手当 産婦人科医師が、分娩業務に従事したとき 20,000～
40,000円
20,000円

74,700 333,481
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(2)水道事業

①職員給与費の状況

決算

年度

23

年度

23
(注) 1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は平成24年3月31日現在の人数である。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成24年4月1日現在）

(注) 1 基本給は給料、扶養手当及び地域手当の合算額である。
2 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

※空欄としている事項については後日掲載いたします。

全国市町村の平均
四日市市

528,316358,04345.4
595,614388,69543.7

円円歳
平均月収額基本給平均年齢区分

968,153427,6336,961,985

千円
給料

千円

給与費
計　Ｂ

千円
期末・勤勉手当

％ ％

16.013.9

総費用に占める職員給与費比率
Ｂ／Ａ

（参考）22年度の総費用に
占める職員給与費比率区分 総費用

Ａ
純損益又は
実質収支 Ｂ

千円 千円

職員給与費

千円

区分

人
Ａ

職員数
職員手当

＜参考＞市町村平均一人当たり
一人当たり給与費給与費　Ｂ／Ａ

千円

115,250375,36790 6,3507,039633,531142,914

千円 千円
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③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

5 ～ 20 %

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成24年4月1日現在）

月分 月分
月分 月分
月分 月分
月分 月分

2 ～ 20 %

円
円 円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、23年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成24年4月1日現在）

千円
　円

％ 人 ％五級地（四日市市） 6 89 6

支給職員1人当たり平均支給年額（23年度決算） 270,201

　自己都合
　勧奨・定年

59.28
（その他の加算措置）
　定年前早期退職特例措置
（１人当たり平均支給額）

　最高限度額 59.28

四日市市

（24年度支給割合）

支給実績（23年度決算） 24,048

27,138,811
2,075,952

（その他の加算措置）

15,252,431

（１人当たり平均支給額）

（自己都合） （勧奨・定年）（支給率） （自己都合） （勧奨・定年）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

41.34
30.55

全国市町村の平均

　勤続35年
　勤続25年
　勤続20年 23.50

33.50
47.50

（支給率）

（加算措置の状況）

　期末手当 　勤勉手当
2.60 月分 1.35 月分

月分
―

1,598 千円

59.28

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分(1.45) (0.65)

　役職加算 ―

―

―

四日市市
1人当たり平均支給額（23年度）

（24年度支給割合）

全国市町村の平均
1人当たり平均支給額（23年度）

1,492 千円
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エ　特殊勤務手当

千円
　円
　％
種類

区分
日額
日額

日額
日額

オ　時間外勤務手当

千円
　円
千円
　円

カ　その他の手当（平成24年4月1日現在）

④定員管理の数値目標及び進捗状況
　4ｐの「(6)定員管理の数値目標及び進捗状況」に含む。

休日勤務手当 2,829 64,295

250円

支給職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

用地交渉手当

災害応急対策又は応急的な災害復旧業務

支給実績（23年度決算） 44,656

支給実績（22年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

530円

650円

32,926
40.4
4

手当額

300円

災害危険作業出動手当

上下水道事業等の施行に必要な土地の取得等のために行
う交渉業務

支給実績（23年度決算）

代表的な勤務内容

滞納整理業務手当
外勤作業手当

種　　類
道路上での漏水の調査及び修繕、高電圧設備等での点検業務
庁外で水道料金の滞納処分に関する直接業務

手当の種類（手当数）
職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度）

1,185

支給職員1人当たり平均支給年額（22年度決算）

501,749
55,550
572,681

管理職手当
通勤手当

(23年度決算)

支給職員1人当たり
平均支給年額支給実績

(23年度決算)
手当名 国の制度と異

なる内容
国の制度との
異同

内容及び支給
単価

千円 円

住居手当
扶養手当

11pの(6)に同じ

1,267 126,740夜間勤務手当

管理職特別勤務手当 28,600

18,217
5,505
8,764
9,072 824,700

104,335
83,410
264,008

286
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(3)下水道事業

①職員給与費の状況

決算

年度

23

年度

23
(注) 1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は平成24年3月31日現在の人数である。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成24年4月1日現在）

(注) 1 基本給は給料、扶養手当及び地域手当の合算額である。
2 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

※空欄としている事項については後日掲載いたします。

千円

107,314291,35381 6,3116,282508,814110,147

千円 千円
職員手当

＜参考＞市町村平均一人当たり
一人当たり給与費給与費　Ｂ／Ａ区分

人
Ａ

職員数

Ｂ
千円 千円

職員給与費

千円

区分 総費用
Ａ

純損益又は
実質収支

総費用に占める職員給与費比率
Ｂ／Ａ

（参考）22年度の総費用に
占める職員給与費比率

％ ％

7.37.0700,819401,27610,067,124

千円
給料

千円

給与費
計　Ｂ

千円
期末・勤勉手当

平均月収額基本給平均年齢区分
円円歳

全国市町村の平均
四日市市

525,167355,27644.5
553,464348,22239.2
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③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

5 ～ 20 %

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成24年4月1日現在）

月分 月分
月分 月分
月分 月分
月分 月分

2 ～ 20 %

円
円 円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、23年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成24年4月1日現在）

千円
　円

％ 人 ％

四日市市
1人当たり平均支給額（23年度）

（24年度支給割合）

全国市町村の平均
1人当たり平均支給額（23年度）

1,469 千円1,496 千円
（24年度支給割合）

月分
―

59.28

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分(1.45) (0.65)

　役職加算

41.34
30.55

全国市町村の平均

（加算措置の状況）

（勧奨・定年）（支給率） （自己都合）

―

―　勤続35年
　勤続25年
　勤続20年 23.50

33.50
47.50

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

（支給率） （自己都合） （勧奨・定年）
四日市市

　期末手当 　勤勉手当
2.60 月分 1.35 月分

支給実績（23年度決算） 21,149
支給職員1人当たり平均支給年額（23年度決算） 248,808

59.28
（その他の加算措置）
　定年前早期退職特例措置
（１人当たり平均支給額）

　最高限度額 59.28

　自己都合
　勧奨・定年 27,833,648

－

五級地（四日市市） 6 85 6

（その他の加算措置）

13,279,535

―
（１人当たり平均支給額）
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エ　特殊勤務手当

千円
　円
　％
種類

区分
日額
日額
日額

日額

日額

オ　時間外勤務手当

千円
　円
千円
　円

カ　その他の手当（平成24年4月1日現在）

④定員管理の数値目標及び進捗状況
　4ｐの「(6)定員管理の数値目標及び進捗状況」に含む。

30,000240

12,820
7,763
9,037
6,830 858,759

115,861
127,270
241,881

千円 円

住居手当
扶養手当

11pの(6)に同じ

2,993 96,542休日勤務手当
管理職特別勤務手当
管理職手当
通勤手当

(23年度決算)

支給職員1人当たり
平均支給年額支給実績

(23年度決算)
手当名 国の制度と異

なる内容
国の制度との
異同

内容及び支給
単価

支給実績（22年度決算）
支給職員1人当たり平均支給年額（22年度決算）

716,590
60,650
659,237

災害危険作業出動手当

用地交渉手当

汚水及び汚物の取り扱いに関する班長等業務

支給職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

汚水処理作業手当第２種

災害応急対策又は応急的な災害復旧業務

上下水道事業等の施行に必要な土地の取得等のために行
う交渉業務

支給実績（23年度決算） 60,910

支給実績（23年度決算）

代表的な勤務内容

汚水処理作業手当第１種
滞納整理業務手当

種　　類
庁外で下水道使用料等の滞納処分に関する直接業務
汚水及び汚物の取扱等業

手当の種類（手当数）
職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度）

1,333

300円

支給職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

530円

650円

150円

70,157
22.4
5

手当額

470円
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４．勤務時間その他勤務条件の状況

(1)一般職員の勤務時間の状況

勤務時間、休憩時間及び休憩時間は、原則次のように割り振られています。

から

　公務運営上の事情により、特別な勤務時間の割振りを行う必要がある場合には、所属長が任命権
者の承認を受けて勤務時間を変更することができます。

勤務時間の変更の類型には次のようなものがあります。
　①ズレ勤・・・・勤務時間の長さを変更せず、時間帯をずらした勤務
　②交代勤務・・・あらかじめ一定の形に割り振られた複数の正規の勤務時間を規則的な周期で定
　　　　　　　　　型的に繰り返す勤務

(2)休暇制度の概要

育児参加休暇 男性職員の配偶者が出産する場合で出産前６
週間、出産後８週間の期間で５日以内

子の看護休暇 １年度５日以内（対象となる子が２人以上の
場合は１０日）

出産のための入院日から出産後１４日以内の
期間で２日以内

１日２回各３０分以内（生後１年以内）

必要な期間（９０日又は最大６月以内）
１年度２０日

産前６週間・産後８週間
（多産は産前１４週間）

７日以内
１年度５日以内

その都度必要な期間

２日以内（１周期につき）
その都度必要な期間
治療に必要な期間

配偶者１０日、父母７日、子７日、兄弟姉妹
５日など

１暦年３０日を超えない日数

介護を必要とする一の継続する状態ごとに連
続する６月の範囲内の必要な期間

６日以内
９日以内

骨髄バンクへの登録、骨髄液の提供

配偶者の出産(出産補助休暇）

育児時間

産前・産後休暇

生理休暇
災害等による出勤困難
公務上の負傷、疾病、通勤災害

忌引

職員団体の活動への従事(無給）

配偶者等の介護（無給）

夏期休暇
妊娠障害休暇

選挙権その他公民としての権利行使

区　分 種　類

12時00分

内　容

組合休暇

介護休暇

特別休暇

病気休暇
年次有給休暇

結婚休暇
ボランティア休暇

証人等としての裁判所等へ出頭

短期介護休暇 １年度５日以内（要介護者が２人以上の場合
は１０日）

休憩時間終了時間開始時間１週間の勤務時間
17時15分8時30分38時間45分 13時00分
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(3)年次有給休暇の取得状況（平成23年4月1日～平成24年3月31日）

　職員には1年度あたり20日間の年次有給休暇が与えられます。残日数がある場合は、20日を
限度として翌年度に繰り越すことができます。
平成23年度の職員一人あたりの平均取得日数は１０日６時間です。

(4)育児休業等の取得状況（平成23年4月1日～平成24年3月31日）
（単位：人）

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
2 64 44 11 1 2 120

2 2 0 4
1 30 9 3 1 42

(5)介護休暇の取得状況（平成23年4月1日～平成24年3月31日）
（単位：人）

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
1 1 0 2

５．分限及び懲戒処分の状況

(1)分限処分者数

　分限処分は、公務能率を維持することを目的として、心身の故障や職に必要な適格性を欠く
など一定の事由がある場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分です。
その種類として、免職、降任および休職があります。
　平成23年度の分限処分の実人数状況は次のとおりです。

（単位：人）

(2)懲戒処分者数

　懲戒処分は、職員が法令や職務上の義務等に違反した場合に道義的責任を問うことにより、
公務における規律と秩序を維持することを目的とする処分です。その種類として、免職、停職
、減給および戒告があります。
　平成23年度の懲戒処分の実人数状況は次のとおりです。

（単位：人）

0

免職

0合　計 0 0 0

0
上下水道局 0
消防本部

0
市立四日市病院
教育委員会

戒告 合計

0
0

市長部局ほか

区分 停職 減給

4
300

心身の故障等
合　計

上下水道局 4
30

19
2
5
0

19
2
5
0

0

市立四日市病院
市長部局ほか

心身の故障等
心身の故障等
心身の故障等
心身の故障等

消防本部
教育委員会

合計

介護休暇の取得人数

区分 合計休職降任免職処分事由
種類

合計

区分 市長部局ほか 市立四日市病院 教育委員会 消防本部 上下水道局

市長部局ほか区分

部分休業の取得人数
育時短時間の取得人数
育児休業の取得人数

上下水道局消防本部教育委員会市立四日市病院
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６．服務の状況

(1)職務専念義務免除の概要

　職員は、法律や条例に特別に定めがある場合以外は、勤務時間及び職務上の注意力のすべてを
その職務遂行のために用い、市民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ職務の遂
行にあたっては全力をあげてこれに専念しなければなりません。
　研修に参加する場合や厚生に関する計画の実施に参加する場合などには、あらかじめ承認を得
れば、職務に専念する義務を免除される場合があります。

(2)営利企業等への従事状況

　職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業等の役員等を兼ねることや自ら営利企業を
営むこと、その他報酬を得ていかなる事業又は事務にも従事することはできません。
　平成23年度の従事許可の状況は次のとおりです。

自ら営利を目的とする私企業を営んでいる者

(3)四日市市職員倫理規程

　市民のみなさんにより積極的に市政に参加していただけるようにするためには、職員に対する
信頼を獲得する必要があります。
　この実現に向けて、より一層信頼される四日市市職員として倫理を確保するため、平成11年12
月に「四日市市職員倫理規程」を定めました。

　①職員は、市民全体の奉仕者であり、市民の一部に対してのみの奉仕者でないことを自覚し、
　　職務上知り得た情報について市民の一部に対してのみ有利な取扱いをする等市民に対し不当
　　な差別的取扱いをしてはならず、常に公正な職務の執行に当たらなければならない。

　②職員は、自らの行動が公務に対する信頼に影響を与えることを認識するとともに、日常の行
　　動について常に公私の別を明らかにし、その職務及び地位を自ら又は自らの属する組織のた
　　めの私的な利益のために用いてはならない。

　③職員は、自己の職務の執行に当たり利益を得るもの又は地位その他の客観的な事情から当該
　　職員が事実上影響を及ぼし得ると考えられる他の職員の職務の執行に当たり利益を得るもの
　　（以下「利害関係者」という。）との接触に当たっては、市民の疑惑又は不信を招くような
　　行為をしてはならない。

4 不動産賃貸

件数区分

4

主な事業内容

市出資法人の役員等
営利を目的とする私企業を営むことを目的と
する会社その他の団体の役員その他規則で定
める地位を兼ねている者
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７．研修及び勤務成績の評定の状況

(1)研修の状況

①職員研修体系の概要
　地方分権の時代に対応するためには、個々の自治体が自立した政策自治体となることが求められて
おります。このような時代の潮流に対応し、総合計画に示すまちづくりを推進していくためには、
効率的な行政運営、市民と行政とのパートナーシップの形成に努め、また、同時に人権意識や倫理観
の高揚、説明責任能力の向上など、職員一人ひとりの能力開発及び意識改革を図っていく必要が
あります。
　そのため、四日市市人材育成基本方針に基づき、「市民の視点に立ち、自主・自立の精神で積極
果敢に行動する職員の育成」を職員研修の基本目標とし、専門能力、政策形成能力、経営感覚、
説明責任能力及び対人能力等を有する職員の育成に努めております。

(1) (8)
(2) (9)
(3) (10)
(4) (11)
(5) (12)
(6) (13)
(7) (14)
(1) (8)
(2) (9)
(3) (10)
(4) (11)
(5) (12)
(6) (13)
(7)
(1) (6)
(2) (7)
(3) (8)
(4) (9)
(5) (10)
(1) (3)
(2)

②職員研修実施状況

平成23年度の主な研修の実施状況は、次のとおりです。

(2)勤務成績の評定の状況

　職員の能力開発、人材育成及び昇任・昇格などの公正な人事異動等への反映を目的として職員の
勤務評定を行っています。

平成23年度の実施概要

管理職（課長級以上）
　各職員自ら担当業務について設定した目標に対する達成
　度による勤務成績、その他情意及び能力で総合評価を行
　います。
その他の職員
　勤務成績、情意、能力などを評価項目として行います。

クレームを生まないための接遇研修
職場研修推進員全体研修特別研修

派遣研修

問題解決・発想力パワーアップ研修
自治大学校派遣研修

トレーナー研修 セルフケアセミナー
公文書作成能力向上研修

自主研修
（自己啓発）
職場研修

評価対象者
二次評価者

自主研修（自己啓発） 26 45

特別研修

課長補佐（又は課長補佐級）
課長級

一次評価者

評価期間

評価方法

評価者

課長
課長

一般
係長（又は係長級）

次長
次長
次長

次長
部長
副市長

課長

毎年4月1日から3月31日まで

全職員（医師・医療技術職等の職員は除く）

次長
部長
－
－

課長
次長（又は次長級）
部長

課長

区　分 研　修　名

階層別研修

新規採用職員研修 新任課長補佐級職員研修
一般職員Ⅰ部研修 管理職候補者研修
一般職員Ⅱ部研修 新任課長級職員研修
係長級職候補者研修 新所属長研修
係長級職候補者Ⅱ部研修 次長級管理職員研修
新任係長級職員研修 年齢別研修
準管理職候補者研修 嘱託・臨時職員研修
技術系職員研修 交渉力向上研修

法務研修
クレーム対応能力養成研修（上級編） 政策法務研修
危機管理意識養成研修 応急手当講習

日本経営協会派遣研修

自主研究グループ活動に対する援助
国家資格取得等に対する奨励

市町村職員中央研修所派遣研修 人権・同和問題派遣研修
全国市町村国際文化研修所派遣研修

通信教育に対する助成

技術系職員派遣研修
三重県自治会館組合派遣研修

派遣研修 138 194

男女共同参画に係る派遣研修

区分 講座数（回） 受講者数（人）

北勢４市合同研修 職場活性化を図る研修

人権・同和問題、服務規律・公務員倫理、接遇等市民満足度、業務棚卸、法務等

階層別研修 15 764
13 742
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８．福祉及び利益の保護の状況

　職員の心身の健康の確保、勤務意欲及び勤務能率の増進に資することを目的とした福利厚生
事業を実施しています。
　平成23年度には、次のような事業を行っています。

(1)労働安全衛生事業の状況

　労働安全衛生法及び四日市市職員安全衛生管理規程に基づき、事業者責任として、職員の安
全と健康を確保するため下記の労働安全衛生事業を実施しています。

(1)
(2)
(3)
(4)
(1)
(2)

(2)互助会への補助金の状況

　地方公務員法第42条に定められている職員の厚生制度（職員の保健、元気回復その他厚生に
関する事項）を職員の互助組織である四日市市職員共済会が実施しており、当該共済会に助成
しています。

(3)その他福利厚生事業の状況

　職員の共済制度については、地方公務員等共済組合法に基づき三重県市町村職員共済組合が、
また、公務災害補償については、地方公務員災害補償法に基づき地方公務員災害補償基金が、
それぞれ主体となり実施しています。

(4)職員団体への便宜供与

　組合数 ２団体
　内　容 ①組合事務所の貸与（有償）

②各組合員給与からの組合費の控除

38,686 千円
共済会運営のための事務に要する経費

人間ドック費用助成事業に要した経費
文化・体育クラブへの活動費、職員部対抗体育大会経費
職員の結婚、出産、職員の子女の入学、卒業、職員の親族の死亡
等に対する給付事業の経費

メンタルヘルス対策として、こころの健康相談室の開設等
安全衛生委員会を中心に安全衛生体制の充実

11,305

補助金の決算額
その他

健康管理事業
文化体育関係事業

共済給付金支給事業

補助対象事業 補助内容

事業名称 事業の内容

千円労働安全衛生事業の決算額

職員の健康管理

安全衛生管理の充実

業務上必要な職員に対する特別健康診断等の実施
年に1回全職員を対象にした定期健康診断の実施
公務災害の削減に向け、事例の原因追究、防止策の検討
安全衛生の意識啓発のため、職場巡視、講演会の開催等
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９．公平委員会の業務の状況

(1)勤務条件に関する措置の要求の状況

件 件 件 件

(2)不利益処分に関する不服申し立ての状況

件 件 件 件0 1 1 0

平成22年度末
継続件数

平成23年度中
要求件数

平成23年度中
処理件数

平成23年度末
継続件数

0 0 0 0

平成23年度末
継続件数

平成23年度中
処理件数

平成23年度中
要求件数

平成22年度末
継続件数
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